
真壁町（まかべまち）

＜行政組織＞

①三役(H16.5.1 現在)
ひらま こしろう

平間 小四郎長
（67 歳）

任期
H15.1.5～

H19.1.4

助役 横 山 幸 夫 収入役 欠 員

②議会(H16.5.1 現在)

議長 小林 正紀 副議長 潮田 新正

任期 H19.9.10 定数 18 名 現議員数 18 名

党派別 公明 1 無 17

③職員数（H15.4.1 現在） （人）

普通会計関係全職員数

うち一般行政関係

公益事業

会計関係

190 171 133 19

一般行政職の

平均給料月額
367,025 円

ラスパイレス

指数
96.7

H12.4.1 H13.4.1 H14.4.1全職員数

の推移 201 193 193

④機構図(H16.4.1 現在)

＜町長＞－＜助役＞－

総務課－秘書係,職員係,自治係,交通防災係,文書係

企画課－まちづくり振興室,合併推進室,企画係

統計係,広報係

財政課－財政係,管財係,用地係

税務課－収納管理係,住民税係,資産税係

農林課－農政係,水田農業係,整備係,土地改良係,林務係

商工課－商工労働係,観光係,野外趣味活動施設係

建設課－管理係,工務係,補修係

都市環境課－都市計画係,下水道係,農業集落排水係,

環境衛生係

保健福祉ｾﾝﾀｰ－管理係,福祉係,保健ｾﾝﾀｰ係,介護保険係

認定審査係

町民課－窓口係,住民戸籍係,国民年金係,国民健康保険係,

医療福祉係,同和対策室

＜収入役＞－会計課－出納記録係

水道課－庶務係,業務係,施設係

＜教育長＞－教育次長－

学務課－総務係,学校教育係

社会教育課－生涯学習係,社会体育係

歴史民俗資料館－資料館係,文化財係

幼稚園

＜議会＞

議会事務局－庶務係,議事係

＜行政委員会＞

選挙管理委員会事務局,監査委員会事務局,農業委員会事務局

＜概要＞

①沿革

明治 22 年 4 月 町制施行

昭和 29 年 11 月 編入 長讃村源法寺地区

12 月 編入 椎尾村・谷貝村・樺穂村

②地勢・風土等

県の中西部、筑波山系の西側に位置し、県都水戸から

45km、首都東京からは70km圏内にあり、関東の名峰筑波山

等の山々が立ち並ぶ緑豊かな自然に恵まれた町です。国指

定史跡「真壁城跡」や国指定伝統的工芸品「真壁石燈籠」が

示すように、石と歴史の町として栄えてきました。中心市街地

に残る県内一を誇る登録文化財や、江戸時代の城下町とし

て培われた古い町割りを活かしたまちづくりを進めています｡

③人口・世帯数

国勢調査

H2 H7 H12

常住人口

（H16.4.1）

男 10,255 10,213 9,832 9,521

女 10,578 10,508 10,207 9,856
人

口

(人) 合計 20,833 20,721 20,039 19,377

世帯数 5,139 5,294 5,359 5,375

④有権者数（H15.12.2 現在） ⑤老齢人口割合（H12 国勢調査）

男 女 計 老齢人口割合有権者数

（人） 7,857 8,232 16,089 21.7％

＜産業・経済＞

①生産・所得（平成 12 年度）

市町村内総生産 456 億円 就業者 1人当たり 5,411 千円

住民所得 488 億円 人口 1 人当たり 2,435 千円

②産業構造 （百万円･人）

区分 総生産額(H12 年度) 就業人口(H12 国調)

第 1 次 2,031 4.4％ 952 9.4％

第 2 次 17,742 38.2％ 4,592 45.4％

第 3 次 26,688 57.4％ 4,563 45.1％

総額・総数 46,462 ― 10,116 ―

③農業・工業・商業 （人･百万円）

農家数 農業就業人口
農業産出額

(H14.1.1～H14.12.31)農業

（H13.2.1）
1,275 1,541 3,480

事業所数 従業者数
製造品出荷額等
(H14.1.1～H14.12.31)

製造業

(H14.12.31)
122 1,616 36,794

商店数 従業者数
年間販売額

(H13.4.1～H14.3.31)卸・小売業

(H14.6.1)
268 1,233 20,937

④特産物

特選コシヒカリ、小玉すいか

地域指定 一部事務組合加入事業 公営企業<住所>300-4495 真壁郡真壁町飯塚 911

<Tel> 0296-55-1111 <Fax> 0296-54-0417

<HP>ｈttp://www.town.makabe.ibaraki.jp

<e-mail>info@town.makabe.ibaraki.jp

ロゴマーク

類型 5-3 ｺｰﾄﾞ番号 085031 面積 63.40k ㎡

都市開発 消防救急、火葬場、ごみ処

理、し尿処理、総合公園、老

人福祉施設、職業訓練ｾﾝﾀ

ｰ、総合病院、学校給食、余

熱利用施設

上水道、下水道、

農業集落排水



<財政状況>

①決算収支 （千円・％）

年度 H13 決算 H14 決算 増減率

歳 入 6,140,487 5,877,250 -4.3

歳 出 5,802,858 5,641,507 2.9

形式収支 337,629 235,743 ―

実質収支 315,496 230,103 ―

単年度収支 61,955 -85,393 ―

実質単年度収支 96,187 75,498 ―

②主な歳入・歳出（平成 14 年度） （百万円・％）

区分 決算額 構成比 増減額 増減率

歳 入 5,877 ― 155 2.6

地方税 1,545 26.3 -36 -2.2

地方交付税 2,169 36.9 -135 -5.5

国庫支出金 234 4.0 14 6.4

地方債 462 7.9 263 164.7

うち臨財債費 221 3.8 ―

その他 1,466 25.0 ― ―

歳 出 5,642 ― 120 2.1

義務的経費 2,450 43.4 0 0

人件費 1,599 28.3 -44 -2.6

扶助費 348 6.2 24 7.7

公債費 503 8.9 -62 -11.3

投資的経費 730 12.9 ― ―

普通建設事業費 730 12.9 305 45.5

うち補助 299 5.3 143 82.2

うち単独 373 6.6 73 17.4

その他の経費 2,461 43.6 ― ―

③主要指標（平成 14 年度）

区分 指数等

基準財政収入額（H15） 1,458 百万円

基準財政需要額（H15） 3,324 百万円

標準税収入額等（H15） 1,900 百万円

標準財政規模（H15） 3,759 百万円

財政力指数（H13～15） 0.439

経常収支比率 89.1 ％

公債費負担比率 9.6 ％

起債制限比率（3 ヶ年平均） 7.3 ％

税の徴収率（過年） 10.3

税の徴収率（現年） 95.8

税の徴収率（合計） 84.5
④将来にわたる財政負担（平成 14 年度） (単位：千円，％）

現在高 比率

地方債現在高（A） 4,066,968 99.7

債務負担行為による

翌年度支出予定額（B） 1,980,392 －

実質債務残高(C=A+B) 6,047,360 148.2

積立金現在高（D） 1,617,225 39.6

将来にわたる財政負担（E=C-D） 4,430,135 108.6

⑤市町村税の状況（平成14年度） （千円・％）

区分 調定額 収入額 徴収率

662,265 563,948市町村民税

（構成比） （36.2） （36.5）
85.2

1,019,537 839,596固定資産税

（構成比） （55.7） （54.3）
82.4

147,165 141,950その他の税

（構成比） （8.1） （9.2）
96.5

合計 1,828,967 1,545,494 84.5

＜公共施設整備状況＞（平成 14 年度）

小学校 4 校 老人福祉施設 2 ヶ所

中学校 2 校 病院・診療所 20 ヶ所

幼稚園 2 園 道路改良率 2.4％

保育所 1 ヶ所 道路舗装率 46.3％

図書館 0 ヶ所 ごみ焼却処理率 54.8％

公営住宅 86 戸 し尿衛生処理率 100.0％

1 人当たり公園面積 1 ㎡ 上水道等普及率 79.3％

公民館等 4 ヶ所 排水等処理率 23.0％

体育館 2 ヶ所

プール 0 ヶ所

施設充足率（公私

立幼稚園保育所）
124.5％

＜主要施策等＞

①主要施策実施状況 （百万円）

名称
期

間
内容

概算

事業費

農村総合整備事

業

Ｈ11

～

Ｈ20

・農集道整備 65 路線

・ため池整備 4 ヶ所

・農村公園整備 5 ヶ所

・集落水辺環境整備 7 ヶ所

1,830

公共下水道事業

Ｈ9

～

Ｈ27

・全体計画 面積 572ｈａ

人口 17,200 人

・認可計画 面積 68ｈａ

人口 2,410 人

13,830

谷貝北地区農業

集落排水事業

Ｈ12

～

Ｈ16

・計画人口 1,400 名

・計画戸数 244 戸

（平成 17 年度供用開始予定）
2,333

史跡真壁城跡整

備事業

Ｈ8

～

Ｈ24

・史跡公園整備 12.5ｈ

・発掘調査

・保存等整備工事
2,500

②今後の主要課題・特色ある行政等

＜主要課題＞

・行政改革、財政健全化の推進

・高度情報化に対応した施策の推進

・農業、工業、商業振興施策の推進

・公共下水道、農業集落排水整備の推進

＜特色ある行政＞

・歴史的資源を活かしたまちづくり事業

・登録文化財登録調査事業業


